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第一　審査の対象
　　　令和６年度築上町下水道事業会計決算

第二　審査の方法

第三　審査の結果

第四　決算の概要

     （１）業務実績の状況

　　　※処理区域内人口とは、下水道を利用できる人口のことである。

令和６年度 築上町下水道事業会計決算審査意見書

　地方公営企業法第３０条第２項の規定により審査に付された、令和６年度築上町下水道事業会計決算審査の結果について次のとおり
意見を提出する。

        審査に付された決算報告書 、損益計算書、貸借対照表、剰余金計算書、その他決算付属書類について、関係法令に準拠して作
      成され、当事業の経営成績及び財政状態を適正に表示しているかを検証するため、会計帳票証拠書類との照合のほか、関係職員か
      ら内容を聴取して実施した。

        決算書及び財務諸表は地方公営企業法に準拠して作成されており､その計数は正確であり、令和６年度の決算の状態を適正に表
      示しているものと認められた。

      　当年度の下水道事業の業務実績は、審査資料第１表業務実績表のとおりで、令和６年度末の※処理区域内人口は11,224人で前年
　　　度に比べ269人減少している。行政総人口16,219人に対する下水道普及率は69.2％であり、処理区域内人口は減少しているが、接
　　　続個数は、3,241戸で前年に比べ24戸増加している。
　      建設改良については、公共下水道事業として、下水道管渠築造工事 L＝約886ｍ、下水道用マンホールポンプ１基設置を実施し
      ている。
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（２）経営成績の状況
①収益的収入及び支出

　　　　　
　　総収益に対する収益率は、営業収益26.11％、営業外収益73.86％となっている。
　　下水道事業収益の根幹をなす下水道使用料は、167,700,050円である。

収益的収入の状況

構成比 構成比

26.10 27.00 2.07

0.00 0.00 -

0.01 0.00 106.67

26.11 27.00 2.09

0.00 0.00 -

47.17 45.20 9.98

25.12 26.50 0.12

1.57 1.30 24.60

73.86 73.00 6.67

0.03 0.00 -

100.00 100.00 5.47609,073,567 33,325,358合 計 642,398,925

特 別 利 益

303,000,000

受 取 利 息 及 び 配 当 金

10,052,162 8,067,475

212,516 0

計

長 期 前 受 金 戻 入 161,341,197

雑 収 益

29,670,335

212,516

161,155,549 185,648

0

1,984,687

（損益計算書による　　単位:円　％）

　　収益的収入及び支出の決算状況は、審査資料第２表比較損益計算書のとおりであり、総収益642,398,925円に対し、総費用
　570,730,669円で、71,668,256円の当年度純利益を計上している。

444,723,024

 
 
営
業
外
収
益

474,393,359

区 分

3,394,507

0

48,000

3,442,507

164,305,543167,700,050

0

93,000

167,793,050

そ の 他

営
業
収
益

下 水 道 使 用 料

受 託 工 事 収 益

補 助 金

計

0

275,500,000

増減率増 減 額
決 算 額 決 算 額

令 和 ６ 年 度 令 和 ５ 年 度

45,000

164,350,543

0

27,500,000

0



損失決算額は 245,900円である。

事業費用の年度比較は次表のとおりである。

決算額 構成比 決算額 構成比 金額 率

管 渠 費 17,438,311 3.06 18,090,486 3.30 △ 652,175 △ 3.61

処 理 場 作 業 費 138,287,153 24.23 123,148,629 22.20 15,138,524 12.29

普 及 指 導 費 90,000 0.01 75,000 0.00 15,000 20.00

業 務 費 8,768,888 1.54 8,550,670 1.50 218,218 2.55

総 係 費 12,701,831 2.23 11,176,802 2.50 1,525,029 13.64

排 水 設 備 費 720,000 0.13 1,320,000 0.20 △ 600,000 △ 45.45

減 価 償 却 費 335,701,620 58.81 334,240,911 60.30 1,460,709 0.44

そ の 他 0 0.00 0 0.00 0 －

計 513,707,803 90.01 496,602,498 89.60 17,105,305 3.44

支 払 利 息 48,886,431 8.57 51,919,807 9.40 △ 3,033,376 △ 5.84

雑 支 出 7,890,535 1.38 5,572,638 1.00 2,317,897 41.59

計 56,776,966 9.95 57,492,445 10.40 △ 715,479 △ 1.24

245,900 0.04 243,800 0.00 2,100 0.86

570,730,669 100.00 554,338,743 100.00 16,391,926 2.96

 総費用決算額は、570,730,669円であり、内訳として営業費用決算額は513,707,803円、総費用に対する
構成比率90.01％、営業外費用決算額は 56,776,966円、総費用に対する構成比率9.95％、特別損失決算額

（単位:円　％）

　経営活動の能率をみると、総収支比率（総収益／総費用×100）については、当年度112.55％である。

区分
令 和 ６ 年 度

合　　　計

営
業
外
費
用

令 和 ５ 年 度 増 減

営
業
費
用

特　別　損　失
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②資本的収入及び支出

構成比 構成比

23.80 20.60 15.71

49.50 47.40 1.02

0.00 0.00 －

24.10 24.30 △ 0.67

4.20 7.70 △ 45.05

0.00 0.00 －

0.00 0.00 －

100.00 100.00 0.08

　　　　下水道事業収益の根幹をなす下水道使用料は、222,975,730円である。

構成比 構成比

49.90 49.40 4.90

0.00 0.00 －

50.10 50.60 2.74

0.00 0.00 －

100.00 100.00 3.81

合 計 185,680,000 185,540,000

44,200,000 38,200,000

0 0

加 入 金

そ の 他 資 本 的 収 入

6,000,000

負 担 金 及 び 分 担 金 7,880,000 14,340,000 △ 6,460,000

出 資 金 88,900,000 88,000,000 900,000

他 会 計 借 入 金 0 0 0

補 助 金

　資本的収入及び支出の決算状況は、次表のとおりである。

　　（単位:円　％）

区 分
令 和 ６ 年 度 令 和 ５ 年 度

増 減 額 増減率
決 算 額 決 算 額

資本的収入の状況

企 業 債 償 還 金 181,877,345 177,024,608

13,326,764

181,409,114 172,935,087 8,474,027

合 計

　　（単位:円　％）

区 分
令 和 ６ 年 度 令 和 ５ 年 度

決 算 額 決 算 額

資
本
的
支
出

建 設 改 良 費

固 定 資 産 購 入 費 0 0

資本的収入及び支出の状況は、資本的収入185,680,000円、資本的支出363,286,459円で、不足する額177,606,459円は、消費税及び地方消費税資本的収支
調整額11,255,344円及び過年度分損益勘定留保資金166,351,115円で補填した。

363,286,459 349,959,695

4,852,737

予 備 費 0 0

資本的支出の状況

資
本
的
収
入

企 業 債

増減率

0

増 減 額

0

0

44,700,000 45,000,000 △ 300,000

0 0 0

140,000



（３）財産の状態

（４）経営分析

　　　　　

資産、負債及び資本

　当年度の財政状態を表す貸借対照表の構成は、審査資料第「３表　貸借対照表構成比較表」のとおりとなっており、資産の総額
は、11,682,404,472円となっている。
　次に、負債総額は、7,916,525,600円となっている。資本総額は、3,765,878,872円となっている。

　総資本に対する自己資本及び固定負債の割合は、審査資料「第４表　経営分析表」のとおりである。
　総資本に占める自己資本の割合を示す自己資本構成比率{(自己資本÷総資本）×100｝は、高いほど経営の安全性が高いとされ
ているが、59.91％（前年度59.97％）であり、前年度より0.06ポイント減少している。。

　経営活動の能率をみると、総収支比率（総収益／総費用×100）については、当年度112.56％（前年度109.87％）で2.69ポイン
ト改善されている。

　総資本に占める他人資本の割合を示す固定負債構成比率{(固定負債÷総資本)×100}は24.41％（前年度25.51％）で、この比率
は低いほうが良いとされている。

　次に自己資本でどれだけ固定資産が調達されているかの割合を示す固定比率{{固定資産÷自己資本)×100}、並びに自己資本に
占める負債の割合を示す負債比率{（負債÷自己資本）×100}は、一般に100％以下が理想とされており、本町の固定比率は
151.73％（前年度153.24％）、負債比率44.23％（前年度45.46％）であり、固定比率が高めのため、今後改善が必要である。

　収益的収入及び支出の決算状況は、審査資料第２表比較損益計算書のとおりであり、総収益642,398,925円に対し、総費用
570,730,669円で、71,668,256円の当年度純利益を計上している。

　また、短期的な支払能力を判断する当座比率{(現金預金＋未収金)÷流動負債×100}は435.13％であり、支払能力のあることを
示している。
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第五　監査委員の意見

　令和６年度の下水道事業会計決算については、前年度同様の黒字決算である。当年度の総収益642,398,925円、総費用570,730,669
円、当年度純利益額71,668,256円である。
　次に、資本的収支についてであるが、収入決算額は 185,680,000円であり、収入の主なものとして、企業債、出資金及び国庫補助金
が挙げられる。支出決算額は363,286,459円であり、支出の内容として建設改良費181,409,114円、企業債償還金181,877,345円が挙げら
れる。
　経営状況は安定しているかのように見えるが、収入については、使用料等の営業収益よりも補助金等の営業外収益の占める割合が高
くなっている。
　下水道事業は、管渠新設時のみならず、その維持補修、さらには管渠更新の時期が必ず到来し莫大な経費が掛かるものである。
　今後、更なる人口減少が予想され、処理区域内人口の大幅な増加は期待できないが、区域内において接続率向上と使用料収益向上に
期待するものである。
　下水道事業は、生活環境の改善や公衆衛生の向上、河川等の公共水域の水質保全等、町の健全な発展に欠くことのできないものであ
り、町民生活を支える重要な基盤である。町民が安全で快適な生活を送るため、適切な事業運営を求める。



第１表　業務実績表

令和６年度 令和５年度

（Ａ） （Ｂ） 増減数 増減率

整備済面積 ha 674 672 2 0.30

年間処理水量 ㎥ 716,898 721,502 △ 4,604 △ 0.64

一日平均処理水量 ㎥ 1,964 1,971 △ 7 △ 0.36

行政総人口 人 16,219 16,618 △ 399 △ 2.40 住民基本台帳の人口

処理区域内人口 人 11,224 11,493 △ 269 △ 2.34

普及率 ％ 69.2 69.2 0.0 0.06 処理区域内人口／住民基本台帳上の人口×100

年度末供用戸数 戸 5,233 5,082 151 2.97 下水道が利用できる状態になっている戸数

年度末接続戸数 戸 3,241 3,217 24 0.75
下水道に接続し、料金が徴収できる状態になってい
る戸数

接続率 ％ 61.9 63.3 △ 1.4 △ 2.16 年度末接続戸数／年度末供用個数×100

水洗化人口 人 8,875 8,815 60 0.68

水洗化率 ％ 79.1 76.7 2.4 3.09 水洗化人口/処理区域内人口×100

職員数 人 9 9 0 0.00

管路延長 ｋｍ 126.1 124.1 2.0 1.61 汚水管路延長

　          年度
　区分 単位

対 前 年 度 比 較
備考（令和7年3月31日現在）
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第2表　　比較損益計算書

(収入) （単位：円　％）

金額(A)－(B)＝（C) 率（C）／（B）
１．営業収益 167,793,050 164,350,543 3,442,507 2.09

①下水道使用料 167,700,050 164,305,543 3,394,507 2.07
②受託工事収益 0 0 0 －
③その他営業収益 93,000 45,000 48,000 106.67

２．営業外収益 474,393,359 444,723,024 29,670,335 6.67
①受取利息及び配当金 0 0 0 －

　　　　　②補助金 303,000,000 275,500,000 27,500,000 9.98
③長期前受金戻入 161,341,197 161,155,549 185,648 0.12
④雑収益 10,052,162 8,067,475 1,984,687 24.60

３．特別利益 212,516 0 212,516 －
642,398,925 609,073,567 33,325,358 5.47

(支出) （単位：円　％）

金額(A)－(B)＝（C) 率（C）／（B）
１．営業費用 513,707,803 496,602,498 17,105,305 3.44

①管渠費 17,438,311 18,090,486 △ 652,175 △ 3.61
②処理場作業費 138,287,153 123,148,629 15,138,524 12.29
③普及指導費 90,000 75,000 15,000 －
④業務費 8,768,888 8,550,670 218,218 2.55
⑤総係費 12,701,831 11,176,802 1,525,029 13.64
⑥排水設備費 720,000 1,320,000 △ 600,000 △ 45.45
⑦減価償却費 335,701,620 334,240,911 1,460,709 0.44
⑧資産減耗費 0 0 0 －

２．営業外費用 56,776,966 57,492,445 △ 715,479 △ 1.24
①支払利息 48,886,431 51,919,807 △ 3,033,376 △ 5.84
②雑支出 7,890,535 5,572,638 2,317,897 41.59

３．特別損失 245,900 243,800 2,100 0.86
570,730,669 554,338,743 16,391,926 2.96

71,668,256 54,734,824 16,933,432 30.94当年度純利益

科 目 令和６年度（Ａ） 令和５年度（Ｂ）
増 減

収益合計

科 目 令和６年度（Ａ） 令和５年度（Ｂ）
増 減

費用合計



第3表　貸借対照表構成比較表

令和６年度 令和５年度 増減額 増減率
(A) (B) (A)－(B)＝（C） （C）／(B) 令和６年度 令和５年度

１．固定資産 10,619,057,134 10,789,384,984 -170,327,850 -1.58 90.90 91.90
（１）有形固定資産 10,619,057,134 10,789,384,984 -170,327,850 -1.58 90.90 91.90
（２）無形固定資産 0 0 0 0.00 0.00 0.00
２．流動資産 1,063,347,338 950,827,168 112,520,170 11.83 9.10 8.10
（１）現金預金 952,615,731 846,286,881 106,328,850 12.56 8.20 7.21
（２）未収金等 110,731,607 104,540,287 6,191,320 5.92 0.90 0.89
（３）前払金 0 0 0 0.00 0.00 0.00

資 産 合 計 11,682,404,472 11,740,212,152 -57,807,680 -0.49 100.00 100.00

令和６年度 令和５年度 増減額 増減率
(A) (B) (A)－(B)＝（C） （C）／(B) 令和６年度 令和５年度

３．固定負債 2,851,337,482 2,994,427,665 △ 143,090,183 -4.78 24.40 25.50
４．流動負債 244,371,987 206,116,543 38,255,444 18.56 2.10 1.90
５．繰延収益 4,820,816,131 4,934,357,328 △ 113,541,197 -2.30 41.30 42.00

負 債 合 計 7,916,525,600 8,134,901,536 △ 218,375,936 -2.68 67.80 69.30
６．資本金 3,315,681,213 3,226,781,213 88,900,000 2.76 28.40 27.50
（１）固有資本金 1,727,846,213 1,727,846,213 0 0.00 14.80 14.70
（２）繰入資本金 1,587,835,000 1,498,935,000 88,900,000 0.00 13.60 12.80
７．剰余金 450,197,659 378,529,403 71,668,256 18.93 3.90 3.20
（１）資本剰余金 0 0 0 0.00 0.00 0.00
（２）利益剰余金 450,197,659 378,529,403 71,668,256 18.93 3.90 3.20
（３）欠損金 0 0 0 0.00 0.00 0.00

資 本 合 計 3,765,878,872 3,605,310,616 160,568,256 4.45 32.20 30.70
負 債 資 本 合 計 11,682,404,472 11,740,212,152 △ 57,807,680 -0.49 100.00 100.00

科目
構成比

借　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　方

貸　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　方

構成比
科目
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第４表　　経営分析表

５年度
比 率 比 率

10,619,057,134
11,682,404,472
2,851,337,482
11,682,404,472
6,998,860,003
11,682,404,472
10,619,057,134

　 6,998,860,003
3,095,709,469
6,998,860,003
1,063,347,338

244,371,987
1,063,347,338

244,371,987
167,793,050

10,697,521,059
642,398,925
570,730,669
167,793,050
513,707,803

現金預金＋未収金
流動負債

負　　債
自己資本

109.87
総収益＝営業収益＋営業外収益＋特別利益
総費用＝営業費用＋営業外費用＋特別損失

32.66 33.09×

112.56

100

461.31

× 100

×

435.13

59.91

100

100

100

×

×

×

100

100

算 式 欄 に お け る 用 語

90.90 91.90 総資産＝固定資産＋流動資産

24.41 25.51 総資本＝負債、資本合計

令　和　６　年　度
基礎金額

100

100

×

×

総資産
固定負債
総資本

100

100

総 収 支 比 率

59.97 自己資本＝自己資本金＋剰余金＋繰延収益

151.73 153.24
固定資産
自己資本

100

100

×

×

461.31

0.02 0.02 平均固定資産＝（前年度＋当年度末）÷２

45.46 負債＝固定負債＋流動負債

435.13

44.23

×

自己資本
総資本

営 業 収 益
営業費用比率

財
務
比
率

収
益
率

× 100

100

100

100

100

×

負 債 比 率

流 動 比 率

（営業収益－受託工事収益）

（営業費用－受託工事費）
×

×

当 座 比 率

固 定 資 産
回転率（回）

営業収益－受託工事収益

平均固定資産（建設仮勘定を除く）

総収益
総費用

流動資産
流動負債

分
析

固 定 資 産
構 成 比 率
固 定 負 債
構 成 比 率

構
成
比
率

区分

固 定 比 率

算 式

×

×

×

固定資産

自 己 資 本
構 成 比 率


